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事 業 の 内 容

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社（㈱小林洋行）、関連会社2社
（㈱日本ゴルフ倶楽部、 BLUE EARTH㈱ ）により構成されております。
当社の事業内容は次のとおりです。

（１）投資サービス事業

（２）生活・環境事業

保険募集業務 ： 生命保険の募集業務及び損害保険代理店業務

不動産業 ： 不動産の賃貸及び不動産の販売

その他 ： 太陽光発電機及びLED照明等の販売等（LED照明の新規受注営業は停止中）

取引所名 関係法令 取扱商品

商品先物取引業 ：

東京商品取引所 商品先物取引法 エネルギー市場

大阪取引所 金融商品取引法
貴金属市場・ゴム市場・農産物市場
（※2020年7月27日付で東京商品取引所より移管）

金融商品取引業 ： 東京金融取引所 金融商品取引法
取引所為替証拠金取引（くりっく365）

取引所株価指数証拠金取引（くりっく株365）

その他 ： 金地金販売（現在、金地金の密輸・マネーロンダリング対策の観点から休止中）



※ 当社と親会社（㈱小林洋行）は別個に事業を営んでおり、当社が親会社所有ビルを賃借して本社として使用して
いるほか、当社と事業上の重要な関係はありません。

○ LED商品の開発・販売等
BLUE EARTH㈱

（関連会社）

当 社
お

客

様

○ 商品先物取引の受託
○ 金融商品取引の受託
○ 生損保の募集
○ 不動産の賃貸及び販売
○ 太陽光発電機・

ＬＥＤ照明等の販売
○ 金地金販売（休止中）

≪親会社の事業内容≫

＜親会社＞ ㈱小林洋行 ・グループ会社の管理及び不動産の賃貸
（当社株式の51.79％を保有）

㈱日本ゴルフ倶楽部
（関連会社）

○ ゴルフ場関連事業
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事 業 系 統 図



大阪支店：大阪府大阪市中央区南船場
３－４－２６

※商品先物取引受託業務、金融商品取引受託業務、
金地金販売を取り扱っております。

福岡営業所：福岡県福岡市中央区舞鶴
3－2－21

※保険募集業務のみ取り扱っております。

事 業 所

熊本営業所：熊本県熊本市中央区帯山
４－４５－6 ４F

※保険募集業務のみ取り扱っております。

本 社：東京都中央区日本橋蛎殻町
１－１５－５

本社(分室)：東京都中央区日本橋蛎殻町
１－１６－１１ ４F

※本社(分室)では、保険募集業務を取り扱っており

ます。
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2022年３月期第2四半期決算の概要

＜業界環境及び経営成績①＞

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、日本銀行が実施している企業短期経済観測調
査（短観）の９月調査で、大企業製造業の景況感を示す業況判断指数（ＤＩ）がプラス18と
前回の６月調査から４ポイント改善し、５四半期連続の改善となりました。大企業非製造業の
同ＤＩはプラス２で小幅に改善しましたが、海外経済の減速や半導体部品不足、原材料価格の
高騰など、幅広い業種で先行きの業績悪化が予想され、企業業績の改善もピークアウト感が見
込まれております。また、海外観客のインバウンド需要が期待された東京オリンピックは、コ
ロナ禍で無観客での開催となり、大きな経済効果には繋がりませんでした。さらに、中国国内
の規制強化などにより、春以降の中国景気も減速感が強まってきており、それが世界の景気減
速感につながっております。
為替市場は、欧米でのワクチン接種が進むなか、経済の正常化進展に伴い、インフレの高止

まり懸念が高まったため、早期のテーパリング（量的緩和の縮小）による金融引き締め論が強
まりました。一方、日本ではインフレ指標が低迷を続けており、金融緩和の継続が見込まれて
いるため、日米欧の金融政策の違いから、円が売られやすい地合いとなりました。また、米国
では年内のテーパリング開始が見込まれていることから、全般的にドルの強い地合いが続き、
新興国はドル回帰を防ぐため金融引き締めや利上げに動きだしています。そんな中、トルコ中
銀はエルドアン大統領の意向に沿って利下げしたことで、リラ売りが強まる展開になり、今後
もインフレ率が高まるようであれば、マイナス金利の拡大からリラの重石となりやすい状況と
なっております。
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2022年３月期第2四半期決算の概要

＜業界環境及び経営成績②＞

また証券市場においては、日経平均株価は2021年２月16日の高値３万714円がピークと
なり、その後はワクチン接種率の低迷や新型コロナ感染者増による緊急事態宣言などを嫌気し
て、上値の重いジリ安の展開が続いていましたが、７月以降のワクチン接種率の上昇やオリン
ピック開催時期にピークとなった感染者の減少傾向などが好感され、戻り基調となりました。
また、菅首相が自民党の総裁選に出馬せず、任期満了とともに首相を辞任する考えを示したこ
とから、市場では次期首相による景気刺激型の財政政策が続くほか、次期衆院選で自民党が議
席を減らし政局不透明が強まる展開も避けられるとの連想が働いた結果、９月14日には年初来
高値を更新し３万795円と、1990年８月１日（３万837円）以来約31年ぶりの高値となり
ました。
商品先物市場では、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の要人による早期テーパリング実施発

言が、米長期金利や米ドルインデックス指数の上昇によるドル買いにつながり、金利のつかな
い貴金属はドル買いによる割高感から全般に上値の重い展開が続きました。さらに９月のＦＯ
ＭＣ（米連邦公開市場委員会）で、パウエル米ＦＲＢ議長がテーパリングについて『早ければ
次回11月の会合で開始を決定する』と述べたことで、さらに貴金属の上値が重くなりました。
一方で、アフガニスタンでのタリバン政権の樹立や中国不動産大手の恒大集団の破綻懸念、米
国の債務上限問題など、リスク回避材料が貴金属の下支えとなっており、過度な売りにはつな
がっておりません。
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2022年３月期第2四半期決算の概要

＜業界環境及び経営成績③＞

これらの状況下において、東京金融取引所の取引所為替証拠金取引（くりっく365）の取引
数量は1,193万枚（前年同四半期比9.1％減）、取引所株価指数証拠金取引（くりっく株
365）は2,028万枚（同216.4％増）となりました。また、国内商品取引所の総出来高（オ
プションを除く）は808万枚（前年同四半期比18.6％減）、主な市場別出来高は貴金属市場
が539万枚（同4.1％減）、エネルギー市場が188万枚（同48.6％減）、農産物市場が46万
枚（同115.5％増）となりました。

このような環境のなかで「投資サービス事業」につきましては、コロナ禍で訪問による対面
営業の制約が続き、顧客との接点を強化するために進めた小規模地方セミナーの開催やイベン
ト出展についても、緊急事態宣言下で期待したような集客には結び付かず、厳しい営業環境が
継続しております。しかし、非対面営業強化のために実施したＺｏｏｍ等を利用したオンライ
ンセミナーの集客は一定の成果をあげており、また、第１四半期に増加した預かり資産が、ボ
ラティリティの高い相場環境に結び付いたことで業績は上向いております。2021年９月末で
緊急事態宣言も解除されておりますので、今後の営業環境の改善に期待しております。
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2022年３月期第2四半期決算の概要

＜業界環境及び経営成績④＞

「生活・環境事業」の保険募集業務につきましては、生保は、コロナ禍に加えて税務上の取り
扱いに関する通達等改正の影響もあり、大口事業保険の獲得は厳しい状況が続いておりますが、
変額保険などマーケットニーズに即した商品の提案強化で業績の改善を図っております。また、
損保は、災害激甚化やコロナ禍で保険見直しの意識が高まっており、大口管財案件の新規獲得
も含め堅調に業績を伸ばしております。なお、九州地区における営業担当の増員など、顧客基
盤拡大の施策にも継続して取り組んでおります。不動産事業につきましては、コロナ禍におい
ても、販売用不動産の売却がほぼ計画通りに進んでおり、賃貸物件も安定稼働を維持しており
ます。また、販売用不動産の在庫不足を補うために注力してきた再販用新規物件の仕入れにつ
いては、中古区分マンションなどの小規模物件を中心に順調に購入を進めております。

これらの結果、当第２四半期累計期間の経営成績は次の通りとなりました。

営業収益 854 百万円 （前期比 15.8％ 減）
営業総利益 778 百万円 （前期比 6.1％ 減）
営業損失 76 百万円 （前期は61百万円の営業損失）
経常損失 69 百万円 （前期は46百万円の経常損失）
四半期純損失 72 百万円 （前期は107百万円の純損失）
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セグメント別の業績概要

事業別の状況は次のとおりです。

１.投資サービス事業
当第２四半期累計期間の投資サービス事業の営業収益及び営業総利益は640百万円（前

年同四半期比7.4％減）、セグメント損失は64百万円（前年同四半期はセグメント損失51
百万円）となりました。

①商品先物取引受託業務
商品先物取引受託業務の受取手数料は142百万円（前年同四半期比28.6％減）と

なりました。

②金融商品取引受託業務
取引所為替証拠金取引（くりっく365）及び取引所株価指数証拠金取引（くりっく

株365）の金融商品取引受託業務の受取手数料は492百万円（前年同四半期比1.8％
増）となりました。

③その他
くりっく365振興料等の収益は５百万円（前年同四半期比37.7％減）となりました。

※当社における商品先物取引自己売買業務は、2020年4月1日付で廃止しております。
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セグメント別の業績概要

２.生活・環境事業
当第２四半期累計期間の生活・環境事業の営業収益は213百万円（前年同四半期比33.7

％減）、営業総利益は138百万円（同0.3％増）、セグメント損失は11百万円（前年同四半
期はセグメント損失９百万円）となりました。

①保険募集業務
保険募集業務の受取手数料は118百万円（前年同四半期比15.5％増）となりました。

②不動産業
不動産の賃貸料収入は20百万円（前年同四半期比8.6％減）、
不動産販売の売上高は74百万円（同62.0％減）となりました。

③その他
太陽光発電機及び新規受注営業を停止しているＬＥＤ照明の販売実績は
ありませんでした。
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業 績 概 況

（単位：百万円）
2021年３月期
第２四半期

2022年３月期
第２四半期

増減

営業収益 1,014 854 △159

内 受取手数料 786 753 △32

営業利益 △61 △76 △15

経常利益 △46 △69 △23

四半期純利益 △107 △72 35

一株当たり当期純利益 △16.23円 △10.88円 5.35

一株当たり純資産額 301.70円 289.62円 △12.08円

自己資本比率 23.7％ 25.8％ △2.1％

※業績数値は４月～９月（６ヶ月）の累積実績です。
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2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

業 績 推 移
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貸 借 対 照 表

（単位：百万）
2021年3月期
第2四半期

2022年3月期
第2四半期

増減

流動資産合計 7,745 6,693 △1,051

内 現金及び預金 1,193 848 △345

内 販売用不動産（含 仕掛販売用不動産） 300 490 190

内 差入保証金 5,171 4,418 △752

固定資産合計 701 743 42

内 投資有価証券 134 125 △8

内 長期差入保証金 96 150 53

資産合計 8,446 7,437 △1,009

流動負債合計 6,142 5,228 △914

内 預り証拠金（含 代用有価証券） 2,727 2,391 △336

内 受入保証金 3,251 2,717 △533

固定負債合計 279 267 △11

負債合計 6,448 5,518 △929

純資産合計 1,998 1,918 △80

内 その他利益剰余金 427 319 △107
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＜投資サービス事業＞四半期営業収益の推移
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投資サービス事
業の業績は、市
場の動向に左右
されるため、四
半期毎など短期
では大きく変動

いたします。

単位：百万円
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受取手数料 383 450 343 340 346 320 290 345

商品先物取引 115 162 104 95 70 68 78 64

金融商品取引 268 288 239 244 275 251 211 280

売買損益 △ 8 △ 9 - - - - - -

商品先物取引 △ 8 △ 9 - - - - - -
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＜金融商品取引＞営業収益の推移
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4
67

129

182

69

296

238

493

201

140

308

158

404

268

598

245

518

291

0

200

400

600

800

1,000

1,200

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期

2018.3 2019.3 2020.3 2021.3 2022.3

CFD

FX

14



＜商品先物取引＞営業収益の推移
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＜商品先物取引＞受取手数料の市場別内訳

農産物・砂糖 貴金属 エネルギー ゴ ム
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単位：百万円
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＜生活・環境事業＞四半期営業収益の推移
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2023年３月期業績予想について

当社の主たる事業である投資サービス事業の商品

先物取引業、金融商品取引業の業績が経済情勢や相

場動向等に大きく左右され、また、新型コロナウイ

ルス感染拡大の中長期的な影響もまだ見通せないこ

とから、確度の高い業績予想を行うことが難しいた

め、業績予想を開示せず、四半期毎に迅速に業績速

報を開示させていただくこととしております。
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重要な後発事象

当社は、2021年10月27日開催の取締役会において、株式会社小林洋

行（以下「小林洋行」といいます。）を株式交換完全親会社とし、当社を

株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）

を行うことを決議し、同日付で両社の間で株式交換契約（以下「本株式交

換契約」といいます。）を締結しております。

本株式交換は、小林洋行及び当社において、それぞれ2022年１月19日

に開催予定の臨時株主総会において本株式交換契約の承認を受けた上で、

2022年２月21日を効力発生日として行う予定です。また、本株式交換の

効力発生日に先立ち、当社の普通株式は、株式会社東京証券取引所ＪＡＳ

ＤＡＱ（スタンダード）において、2022年２月17日付で上場廃止（最終

売買日は2022年２月16日）となる予定です。

詳細につきましては、2021年10月27日公表の「株式会社小林洋行に

よるフジトミ証券株式会社の完全子会社化に関する株式交換契約締結のお

知らせ」をご参照ください。
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本資料に関するお問い合わせ先

フジトミ証券 株式会社

経営企画室

Ｅ-mail：keiei-kikaku2@fujitomi.co.jp


